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は じ め に
今日,マ ネジメン ト論の研究領域では人の問題を再認識 しようとする試みが
ある。人的資源管理論は,そ の研究領域を示すものである。そこでは従業員を
企業の重要資源と考え,全 社的に彼 らのマネジメン トのあ り方を再検討しよう
とする。従業員 をコス トとして とらえるのではな く人的資産(humanassets)
として把握 し(Beer,Lawrence,Mills,andSpector,1984),企業の全社的な課
題 す なわち戦略的な課題 と連結する研究の方向の転換があ る。(Devanna,
Formbrun,andTichy,1984)もちろん,重 要資源 としての人とは何 か,ま た
そのマネジメン トの仕方 についてはすでに確立 された見解があるわけではな
いo
しか し,い くらかの合意がある。それは,今 日重視 される従業員が単に決め
られた課題を遂行するだけでなく,戦略的課題を主体的に発見 し解洪する人で
あること,また,そ のような人材のマネジメン トが企業能力を高め,優 れた企
業行動に結びつ くという合意である。
経営戦略論の研究においても人的資源管理論と同様な課題がうまれている。
従来,戦 略論はいかに良い計画 をつ くるかに焦点が置かれていた。いわゆる分
析主導型の戦略論である。(Ansoff,1965)そこでは,優 れた戦略計画の差異
が企業競争力の差になることが仮定されている。 しかし,実際のところ,こ の
仮定は企業能力が均衡 しているという限定的な条件でしか成立 しないことが指
摘 されはじめている。企業能力の格差が大 きい場合,優 れた計画による戦略は
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有効性 を発揮 しないことが多いのである。(高橋,1995)この結果,経 営戦略
論 は戦 略 の内容 よ りも戦略 が実現す るプ ロセス(MintzbergandWaters,
1985)やそれを担 う独 自能力(HamelandPrahalad,1994)へと注 目すべ き対象
を変えつつある。 これ らの観点は,ミ クロレベルでの人の行動やその結果から
企業行動 を説明することを焦点としている。
人的資源管理論,及 び経営戦略論の研究領域はそれぞれ独 自に展開されてい
るが,双方の理論は戦略資源として人的資源を明確 に位置づけているのである。
このことは,人 的資源管理による人的資源能力の蓄積や開発が優れた戦略展開
に結びつ くことを予測させる。
上記の観点か ら本稿での基本的な課題は,高 いパ フォーマ ンスに結びつ く人
的資源能力 にたいして人的資源管理が どのように影響 しているかを明 らかにす
ることにある。
1996年に行われた北海道企業1452社の質問票調査結果を利用 して,ま ず,人
的資源能力 に影響 している人的資源管理の実体を明らかにする。そ してこの分
析結果を議論 し,人的資源能力を高める人的資源管理の一般モデルを提示する。
次に,道内企業を各セグメントに分類 して分析する。ここでは,道内企業全体
と各セグメントにおける人的資源管理と人的資源能力の適合性の乖離を検討する
ことで,各セグメントが抱える人的資源管理の問題点を指摘することにする。
1.人的資源能力に対する人的資源管理の分析フレーム
(1)企業全般の分析 フレーム
まず,調 査企業全体(1452社)の分析を通 じて組織能力を高めている人的資
源管理を明らかにする。1)
1)分析 に利用す る質問票 は,1996年に小樽商科大学地域経済社会 システム研究会で
行われた 『北海道産業振興に関する研究調査』に基づいている。調査サ ンプルは,
一般企業,支社 ・支店,組 合に及んでいるが,本 稿では一般企業のみを対象 とし
て分析 している。
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分析に先立ち以下のようなフレームを設定ている。分析 フレームは,人 的資
源管理が人的資源能力 に影響 しSPA(企 業パフォーマンスや企業の積極性の
合成変数)を 規定することを仮定している。SPAと 人的資源能力の関係はす
でに明 らかである。2)したがってここでは,人 的資源能力に対する人的資源管
理の影響を分析する。
人的資源管理 → 人的資源能力 一匝]
図表1企 業全般の分析フレーム
分析フレームの要素である人的資源管理および人的資源能力には,次 のよう
な設問項 目を位置づけている。
図表2設 問項目
人 的 資 源 管 理 人 的 資 源 能 力
・入材教育 技術開発力(5)
社内研修の体系化(3) 製品 ・サービスの企画力(5)
社外研修の実施(3) 営業力(5)
従業員の社外活動(3) 従業員の積極的参加(3)
・情報教育
適切な情報教育の内容把握(3)
社内情報教育セクションの設置(2)
社外情報教育セ ミナーへの参加(3)
・経営者の重視する資質
新 しいアイディアの受入(5)
綿密な計画力(5)
統率力(5)
冒険心 ・リスク志向(5)
情報収集能力(5)
()内 は評価尺度,た とえば(5)は5点評価である
2)SPAは,売 上増大,利 益増大,経 営の積極性(経 営戦略の質問項目か ら抽出し
たもの)を 合成 し,得 点化 した ものである。詳細 については,『北海道産業振興
に関する調査研究』(1997),第1章3節を参照されたい。
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人的資源能力の項 目は,SPAに 重要な要素 として集約 された技術開発力,
製品 ・サービスの企画力,営 業力,従 業員の積極性であ り,4項 目の得点の平
均値を利用 している。3)すなわち,人 的資源能力 は社員の能力に依存 している
と考えられる企業能力の側面を示 している。
また,人 的資源管理の項 目として人材教育,情 報教育などの人材 開発,経 営
者の重視する資質についての項目を置いている。図表2に 示す ように人材教育
は社内研修,社 外研修,社 外活動である。情報教育は適切な情報教育の把握,
社内情報教育セクション,社外情報セ ミナーへの参加である。
経営者の重視する資質 としての設問項 目は,新 しいアイディアの受入,綿 密
な計画力,統 率力,冒 険心 ・リスク志向,情 報収集能力である。経営者の重視
する資質を人的資源管理の項 目に含めた理由は,こ れらの項 目が経営者の行動
に反映されることを予測させること,さ らに,経営者の行動の仕方は,社 員の
行動や仕事の取 り組みに影響 してい くと考えられるためである。すなわち,経
営者の重視する資質は管理システムや制度 とは異な り,従業員に影響する定型
化されていない人的資源管理のソフ トな側面と考えている。
上記の変数を利用 し,人 的資源管理を独立変数,人 的資源能力 を従属変数と
する重回帰分析(R2増 加法)に より因果関係を確認する。4)
(2)セグメ ント別の分析フレーム
セグメント分析では道内企業 を規模,お よび創業以来の経過年数に分類 して
分析を行 う。企業規模 は,従業員数にもとついて5セ グメン トに分類している。
また経過年数は6セ グメン トに分類 している。(図表3,4)
3)人的資源能力は,『北海道産業振興に関する調査研究』(1997)においてSPAを
高める経営成功要因として類型化 した9要因の一つであり,「人的資源の尊重」
から特に重要と考えられる項目を抽出したものである。したがって,ここでの分
析では,人的資源能力とSPAの関連性を仮定した上で,人的資源管理と人的資
源能力の関係を分析 している。
経営成功要因の抽出と類型化については 『北海道産業振興に関する調査研究』
(1997)第1章を参照されたい。
4)図表2に示すように各設問項目は評価尺度が異なるためすべて標準化した上で重
回帰分析を行うことにする。
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図表3規 模別セグメン トの分布
セグメント 0～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～ 合計
サ ンプル数 36 194 415 380 327 86 1438
図表4.経過年数別セグメントの分布
セグメント 0～19 20～49 50～99 100～299 300～ 合計
サンプル数 333 520 250 258 92 1452
セグメント分析では,先 の企業全体の分析か ら得 られる企業全体における人
的資源管理の一般モデルに基づ きセグメントごとの乖離を調べ る。具体的には,
各セグメント別に企業全体 と同様な回帰分析 を行い決定係数の差を比較するこ
とで人的資源能力に対する人的資源管理の適合性の差を調べる。
さらに適合性の差 を詳 しく調べるために,人 的資源能力を合成 し平均化する
前のそれぞれの変数 を利用 し,各変数に対する人的資源管理の重回帰分析 を行
う。その上で,全 企業の場合 と各セグメン トの場合の決定係数の差を比較 し,
それぞれのセグメントが必要 とする人的資源管理の課題を提起することにした
いo
2.道内企業全体に対する分析結果 一 人的資源管理の一般モデル
(1)分析結果
人的資源能力に対す る人的資源管理変数の回帰分析の結果を図表5に 示 して
いる。分析結果は,R2増 加法 によ りR2の値が最大になる回帰式を提示 して
いる◎
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図表5人 的資源能力に対する人的資源管理の回帰分析
調整済み決定係数(R2) .228
独立変数の項目 β係数 T値
社 内 研 修 の 体 系 化 .135 4.66***
社 外 研 修 の 実 施 .153 5.33***
従 業 員 の 社 外 活 動 .072 2.67**
適 切 な情 報教 育 の 内 容把 握 .156 5.57***
社内情報教育セクションの設置 .063 2.24*
社外情報教育セ ミナーへの参加 .064 2.23*
新 し い ア イ デ ィ ア の 受 入 .143 5.41***
綿 密 な 計 画 力 ns
統 率 力 ns
冒 険 心 ・ リ ス ク 志 向 .0972 3.66**
情 報 収 集 能 力 ns
*p< .05,**p<.01,***p<.001
nsは,回 帰 式 に含 ま れ なか っ た 変 数 で あ る 。
(2)分析結果の考察
人的資源能力(従 属変数)に 対する人的資源管理(独 立変数)の 影響の分析
結果として,人 的資源管理変数のうち9変 数が有意な関係 を示 していることが
明らかになっている。分析結果は,人 材教育,情 報教育,お よび経営者の重視
する資質の点から次のように整理す ることができる。
第一に,社 外研修の実施,社 外活動の奨励,社 外情報教育セ ミナーへの積極
的参加が人的資源能力に影響 している。企業外での人材開発が人的資源能力に
影響 しているのである。ここでの人的資源管理は,社 員が企業外 にある知識や
情報に接近する経路 を設定することにある。すなわち,自 社には存在 しない潜
在的革新技能の学習機会を社員に提供することが,人 的資源能力 を高める要因
となっているのである。
第二に,社 内研修の体系化,適 切な情報教育の把握,社 内情報教育担当セク
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ションの設置が企業能力 と関係 している。これ らは,人 材教育が社内で体系的
に運営 されていることを意味している。企業内で必要とされる人材の能力 を見
極め,必 要であれば教育の担当者を置 き,体系的に人材開発を行っているので
ある。また,このような体系的運営は企業独 自のものとなることが予測される。
すなわち,体 系化 された企業独 自の人的資源管理 システムの確立が人的資源能
力を高める要因となっている。
第三に,経 営者の重視する資質として新 しいアイディアの受入,冒 険心 ・リ
スク志向が人的資源能力 と関係 している。この結果は,経 営者が新製品開発や
新たな事業展開に積極的であること,さ らには社員の新規な試みを積極的にと
りいれていることが人的資源能力 に影響することを示 している。これ らのこと
より,経営者は社員の主体的な提案や取 り組みを積極的に採用 ・支援 し,単に
放任するのではなく方向づけているように思われる。 さらに,経 営者と社員の
戦略的課題に対するコミュニケーションが活発であり,経営者 も社員に対 して
戦略的な課題 を積極的に投げかけていることを予測 させる。すなわち,経営者
が社員を戦略資源として活用 し方向づけることによって人的資源能力は高まる
のである。
以上のように3つ の人的資源管理 は独立に人的能力を高める要因になると考
えられる。すなわち①潜在的革新能力確保のための人的資源管理,② 企業独自
の人材開発システムの確立,③ 人的資源の活用 と方向設定が人的資源能力を高
めるのである。(図表6)
企業独自の
人材開発システム
人的資源能力
図表6人 的資源管理の一般モデル
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もちろん,今 回の分析だけでは明確 にはならないが,3つ の要素を別々に展
開したのでは組織能力を高めることは困難であることは想像 に難 くない。3つ
の人的資源管理が整合的に展開されてはじめて,有 効性を発揮するように思わ
れる。したがって,先 の3つ の人的資源管理 とその整合性 を確保することがマ
ネジメントの課題である。
3.道内企業における各セグメン トの分析結果
(1)分析結果
従業員規模および経過年数で規定されるセグメントごとに人的資源能力の各
変数に対する人的資源管理変数の回帰分析 を行い,全 企業の場合 と各セグメン
トの場合の決定係数の差を図表7か ら図表10に示 している。
図表7と 図表9の 一行 目には,従 業員数によるセグメン トと創業以来の経過
年数によるセグメ ントの分類基準 を示 している。2行 目以降の数値 は,全 企業
での人的資源能力の各変数にたいする人的資源管理の回帰式の決定係数から,
セグメン ト別での人的資源能力の各変数にたいする人的資源管理の回帰式の決
定係数を引いたものである。
図表7人 的資源管理の適合性の乖離(規模別)
セグメント(人) 0～19 20～49 50～99 100～299 300～
技 術 開 発 力 一 〇.051 一 〇.006 一 〇.024 一 〇.055 0.0766
企 画 力 0.0315一 〇.033 一 〇.011 一 〇.019 0.0174
営 業 力 0.0037一 〇.019 一 〇.035 一 〇.004 一 〇97
参 加 意 識 一 〇.007 一 〇.017 一 〇.06 0.0171一 〇.107
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図表8人 的資源管理の適合生の乖離(規 模別)
図表9人 的資源管理の適合性の乖離(経過年別)
セグメント(年) 0～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～
技 術 開 発 力 一 〇.1283 0.0783一 〇.0054 0.0178一 〇。034 0.1351
企 画 力 0.20930.0029O.05360.0114一 〇.073 一 〇.014
営 業 力 一 〇.237 一 〇.065 0.04740.0071一 〇.009 一 〇.0215
参 加 意 識 一 〇.079 0.02 一 〇.01 0.0135一 〇.03 0.0298
ヱ58 商 学 討 究 第49巻第1号
0.25
0.2
0.15
0.1
0.05
0
-0.05
-0.1
-0.15
-0.2
-0,25
-0.3
?????、?
?????、?㌔???? 、
?
?
、?
??
?
?
?
?
?
、?
???、??
?? ??、? ??㌧、?
???
【
?
?
?㌧?
?
?
??? ??、?
?
?》、? ?、
?
?
??
?
??㌔???《、
、
?
?
?㌔
?
?
?
?
?
?
???㌔??
???
?
?
?
?
???㌔?、????
?
??、?、㌣??、、??、
、?
?
、
??
?
??
?
、㌔
?
??
?
??
?〉?
???
??
、
?
↑
?
?
?
、…?、?
、
?
?
?
????
?
?
?、??
?、?
?
?
?
?
???
?
??
???
?
?
、
? ?
?????
?
、
?
?
?
?、
?
?
?
、???
?」
?
?
、
、
?
㌧
?
?
?
㌫
〜
?
…
…
?
?
?
?
?
?
、
?
、
?
圏技術開発力
麟企画力
口営業力
脂参加意識
図表10人 的資源管理の適合性の乖離(経 過年別)
(2)分析結果の考察
1)規模別セグメントに対する分析結果の考察(図 表7,8)
人的資源能力の全構成要素に対する適合性が,企 業全体より低 くなっている
もの として(以 降,こ れをマイナス と呼ぶ),20人か ら49人お よび50人か ら99
人の二つのセグメントがある。これ らのセグメントでは自社の人的資源能力を
再確認 し,人的資源管理の方法 を再考 してい くべ きである。特に20人から49人
のセグメントでは企画力を中心 として,ま た,50人から99人のセグメントでは
営業力を中心 とした再検討が必要である。
また,他 のセグメントにも全てではないが人的資源能力に対 して適合性がマ
イナスになっている要素がある。
0人か ら19人の企業では技術開発力,参 加意識に対する人的資源管理の適合
性がマイナスである。このように,従業員が少ない企業 にとっては,経 営者が
中核的な技術 を担 うことが可能 と考えられる。 したがって,技 術開発を担 うた
めの人材が育成 ・活用はそれほど必要ではないのかもしれない。 しか し,今 日
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の技術の複雑性,ま た多様な技術の利用が求め られている状況では,技 術の幅
を広げるための人材育成 ・活用が必要であると考えられる。
300人以上のセグメントでは特に営業力,従 業員の積極的参加 に対す る人的
資源管理の適合性がマイナスになっている。300人以上になると営業に関わる
人材の数 も多いはずであ り,組織的な営業力向上のための人的資源管理が必要
である。また,社 員の積極性がマイナスになるのは,規模の拡大にともない全
社的に社員の主体性をうみだすのが難 しくなっているためと思われる。組織規
模が大 きくなると組織内の情報流通が停滞 し,これが主体性の醸成を阻害 して
いる大きな要因と考えられる。 したがって,適 切な情報流通を促す情報教育が
重要と思われる。
2)経過年数別セグメントに対する分析結果の考察(図 表9,10)
経過年別に人的資源能力に対する人的資源管理の適合性 を見ると,40年か ら
49年のセグメン トは企業全体の場合 より全ての構成要素の適合性が低い。この
セグメン トでは,現 在利用 している人的資源管理の方法が,有 効に機能 してい
ないと考えられる。このため人的資源管理の全般的な再検討が必要であるが,
適合性のマイナスの度合いか ら見て,企 画力 と技術開発力 に関わる人的資源管
理が特 に重要 と思われる。
次に,0年 から9年 のセグメントを見ると,営業力に対する適合性が極端に
低い。10年未満の若い企業 にとっては,技術指向性や企画志向性が重要であ り,
営業力に対する人材育成が遅れるということは仕方のない側面 もある。しか し,
今後の成長を考えるにあた り営業力 を高める人的資源管理の導入の必要性は高
い。10年か ら19年のセグメン トでも営業力に対する適合性 は低いので,な るべ
く早期に着手する必要がある。
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お わ り に
今回の分析は,企 業能力を支える人的資源能力に対する人的資源管理の影響
を明らかにするため,北 海道企業1452社をサンプルとして分析を行 った。
分析の結果,企 業成功要因につながる人的資源能力を高める具体的な人的資
源管理として,① 潜在的革新能力確保のための人的資源管理,② 企業独自の人
材開発 システムの体系化,③ 人材の活用 と方向設定の3つ の特徴が明らかにな
った。要するに,上 記の3つ の人的資源管理は独立に人的資源能力 を高める要
因となっているのである。この観点は,ハ ー ド面での人的資源管理の整備に加
え,人 的資源を活用 し方向づける経営者のソフトな人的資源管理が優れた戦略
展開へ と結びついていることを予測 させる。経営者は,自 らの 日常的な行動が
社員に対する人的資源管理になっていることを意識することが必要である。い
わゆる経営者の日常的な行動は,人 的資源管理のソフ トな要素であ り,ハー ド
な人的資源管理 と適合 させることが必要なのである。
またセグメント別分析では,人 的資源能力に対する人的資源管理の適合性が
高いセグメントも存在す るが,詳 しく分析すると極端に適合性が低いセグメン
トの存在も明らかになった。具体的には従業員規模20人か ら99人のセグメン ト,
20人未満のセグメン ト,また,経 過年数40年から49年のセグメントと10年未満
のセグメン トである。 これらのセグメン トに該当する各企業は,適合性の劣る
人的資源能力 に対す る人的資源管理の方法 を再検討する必要がある と思われ
る。 しかし,こ れらの提案 は,一般的な視点に基づ くものであ り,企業規模や
業種など様々な条件は,人 的資源能力を高める人的資源管理のあり方を異質な
ものとする可能性 を持っていることも事実である。このことは,企 業のコンテ
ンジェンシーに応 じた人的資源管理の探索が必要であることを提起 している。
最後 に,今 回の調査では,人 的資源管理においては見落とされた変数がかな
りある。職務の内容,OJTな どの現場での教育,さ らには採用の方法や報奨
制度などの影響は明 らかになっていない。また,戦略資源 としての人材開発は,
社員全体 というよりも企業内の一部で特定化 されて行われていることもある。
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潜在的にあ らゆるレベルのあらゆる社員は,人 的資源管理が適切 に行われれば
企業の競争優位の源泉になることは明らかである。 したがって,調 査票では把
握 しきれない状況 も把握 した上で,よ り実証性の高いフレームワークの開発が
必要になる。
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